小海町店舗新築等助成事業実施要綱
令和　年　月　日
告示第　　号
（目的）

第1条　この助成金は、店舗の新築工事、増改築工事及び魅力向上ソフト事業を行う者に対し、予算の範囲内で助成金を交付し、投資の波及効果による町内経済の活性化と各店舗の魅力、誘客力向上を図ることを目的とする。

２　この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 店舗　　経営者が自ら所有あるいは賃貸借していて、小売、宿泊、飲食等サービスの提供の場を目的としている建築物。
(2) 新築　　新規に店舗を建築するもの。

(3) 増改築　既存の店舗を増築するもの、既存の店舗の一部を解体し造り替えるもの。
(4) 誘客促進事業（新型コロナ対策）　メニューの更新やホームページのリニューアル、誘客イベントの開催等店舗の魅力向上やイメージアップに資するソフト事業。
（助成対象者等）

第2条　助成事業の対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、魅力向上ソフト事業を実施する事業者についてはこの限りではない。
(1) 小海町内に店舗を設け、店舗経営を行おうとする者、又は行っている者
(2) 当該店舗での事業収入が、申請者の主な事業収入見込み、または主な事業収入であること

(3) 町徴収金に滞納がない者
（対象外費用等）
第3条　次に掲げる費用については、助成金の交付対象としない。
(1) 門、塀等のいわゆる外構工事
(2) 公共事業の施行に伴う補償費の対象となる工事

(3) 他の補助制度を利用する場合で、重複計上となる工事、又はソフト事業
(4) その他、助成金の交付が適当でないと認められる費用。
（助成金の額）
第4条　助成金の額及び限度額は、以下のとおりとする。
	事業の種類
	助成の額
	限度額

	工事
	新築・増改築工事
（店舗専用の場合）
	対象工事費の50％
	200万円

	
	新築・増改築工事　
（住宅兼用の場合）
	店舗専用部分：対象工事費の50％
住宅兼用部分：対象工事費の25％
※外壁・屋根等は、床面積で按分する。
	200万円
※ただし、住宅兼用部分の上限は50万円とする。

	誘客促進事業（新型コロナ対策）
	対象事業費の80％
	10万円


　　　※助成の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。
（交付申請および交付決定）
第5条　助成金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、小海町店舗新築等助成事業助成金申請書（様式第１号）（以下「申請書｣という。」に、次に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。
(1) 事業費見積書（助成対象工事又は経費の判別できるもの。）
(2) 現況写真（新築・増改築等の場合）
(3) 工事計画図（　　　〃　　　）
(4) 事業概要・計画書
(5) その他、町長が必要と認める書類

　２　助成金の交付申請は、当該店舗について助成金の限度額まで行うことができる。ただし、魅力向上ソフト事業については1回限りとする。
３　町長は、前条に規定する申請書を受理したときはその内容を審査し、助成金の交付を認めたときはその旨を申請者に通知するものとする。
（内容の変更等）

第6条　助成金の交付決定を受けた事業について、内容変更等の申請をしようとするときは、小海町店舗新築等助成事業助成金変更交付申請書（様式第２号）に、第5条に準じた関係書類を添付し町長に提出しなければならない。

（事業実績報告）

第7条　申請者は、助成対象工事が完了したときは、該当する年度の末日までに小海町店舗新築等助成事業実績報告書兼助成金交付請求書（様式第３号）（以下「実績報告書」という。）に、次に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。

(1) 助成対象工事完了後の写真、又は魅力向上ソフト事業の内容の分かるもの。
(2) 助成対象事業費の支払いを証するもの。
(3) その他、町長が必要と認める書類。
（額の確定）
第8条　町長は、申請者から前条に規定する実績報告書の提出を受けたときは、速やかに書類の審査及び現地調査を実施し、助成金交付の決定内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを確認し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、申請者に通知するものとする。

（支払）

第9条　助成金の支払は、前条の規定による額の確定後、速やかに支払うものとする。

（交付決定の取り消し及び返還）

第10条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金交付決定の全部又は一部を取り消し、既に助成金が交付されている場合は、期限を定めて返還を命じることができるものとする。

(1) 提出書類の記載事項に虚偽があるとき
(2) 助成金交付決定通知書に記載の助成条件に従わなかったとき
(3) その他町長が認めるとき
（補則）

第11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。
附　則
　この要綱は、平成28年4月1日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成29年4月1日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和2年4月1日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和2年7月1日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和3年4月1日から施行する。
